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「富山県部活動改革及び地域クラブ活動の推進等に関する総合的なガイドライン」 

別冊資料① 地域クラブ活動に関する認定制度 

  

１．定義・呼称 

〇 本ガイド ラインに示す認定要件及び認定手続等（ 下記２ ． 及び３ ．） に基づき、 対象と な

る公立の中学校（ 義務教育学校後期課程、 特別支援学校中学部を含む。 以下同じ 。） を設置

する市町村が、 中学校の学校部活動を継承・ 発展さ せた生徒のスポーツ・ 文化芸術活動と し

て認定し た活動を「 認定地域クラブ活動」 と いう 。  
 

〇 市町村が自ら運営団体・ 実施主体※１と なり 、 本ガイド ラインに示す認定要件（ 下記２ ．）

に沿って地域クラブ活動を実施する場合（ 市町村が事業者等に委託し て地域クラブ活動を実

施する場合も含む。） には、 当該地域クラブ活動は、 認定を受けたものと みなし 、 これも

「 認定地域クラブ活動」 と 呼ぶこと と する。   
 

※１  各地域クラブ活動を統括する団体を「 運営団体」、 個別の地域クラブ活動を実際に行う 団体を「 実施

主体」 と いう 。 以下同じ 。  

 

２．認定要件（具体的な確認事項は、別紙１参照） 

 ① 学校部活動が担ってきた教育的意義を継承・ 発展さ せた活動であり 、 生徒が身近な地域で

希望する活動に主体的に参加できるよう にすること で、 豊かで幅広い活動機会の保障に寄与

するものであること  

 ② 適切な活動時間や休養日が設定さ れていること  

 ③ 活動の維持・ 運営に必要な範囲で、 可能な限り 低廉な参加費等が設定さ れていること  

 ④ 適切な指導の実施体制が確保さ れていること  

 ⑤ 適切な安全確保の体制が確保さ れていること  

 ⑥ 適切な運営体制が確保さ れていること  

 ⑦ 学校等と の連携が適切に行われていること  

 

３．認定手続等 

（１）認定に当たっての留意事項 

 〇 市町村は、 平日・ 休日を通し た活動を包括的に企画・ 調整した上で、 部活動の地域展開の

方針を示す推進計画等を策定する。  
 

 〇 推進計画等の策定に当たっては、 市町村が、 公立の中学校の生徒数や生徒のニーズ、 活動

場所と なる施設の状況等の地域の実情を踏まえ、 認定する地域クラブ活動の数や競技種目等

を定めると と もに、 以下の観点等を考慮し 、 各地域クラブ活動の参加対象と なる生徒の居住

する対象区域を定める。  

  ・  地域の子供たちは地域で育てると いう 意識の下で地域の関係者が連携し て活動を支える

こと  
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 ・  生徒の在籍する中学校と の連携を図ること  

  ・  活動場所への移動に過度な負担が生じ ないよう に配慮すること  

 ・  充実し た活動と するために競技種目等に応じ て過多・ 過少な人数と ならないよう 適切な

参加人数の規模にすること  
 

〇 対象区域は、 中学校区単位で加入する地域クラブ活動が明確になるよう に、  例えば、 単

一の中学校区、 複数の中学校区、 当該市町村の一部などと すること が考えられる。 また、 本

ガイド ラインで示す部活動改革の理念や基本的な考え方等を踏まえ、  例えば、 十分な参加

人数を見込めない場合や生徒のニーズに応じ た多種多様な体験の機会を提供する活動※１ の場

合等には当該市町村の全域を対象区域と し て定めること や、 複数の市町村が広域連携の取組

を進め、 複数の市町村を対象区域と し て定めるなど柔軟に対象区域を定めること も考えられ

る※２。  
 

〇 市町村は、 推進計画等に基づき、 ２ ．「 認定要件」 を満たすスポーツ・ 文化芸術活動を認

定する。 なお、 各認定要件を満たし ているか否かについては、 市町村が、 別紙１ の具体的な

確認事項を踏まえ判断する。 その際、 ２ ．「 認定要件」 は、 個別の地域クラブ活動に関する

事項（ 活動目的・ 理念、 活動時間・ 休養日、 参加費等） や地域クラブ活動を実施する団体の

体制に関する事項（ 指導体制、 安全確保、 運営体制、 学校等と の連携） を定めていること か

ら、 原則と し て、 地域クラブ活動の実施主体を審査対象と し て判断する。 ただし 、 運営団体

と 実施主体が担っている役割※３ は、 地域の実情に応じ て多様な実態があること から、 必要に

応じ て、 運営団体・ 実施主体を全体と し て評価し、 審査対象と し て判断する（ 以下、 審査対

象は、「 地域クラブ活動の実施主体等」 と いう ）。  
 

〇 市町村が、 地域の実情に応じ て、 ２ ．「 認定要件」 に加えて独自の要件を設けること も考

えられるが、 地域クラブ活動の多様な実態を踏まえ、 生徒の活動機会が十分に確保さ れるよ

う 留意すること 。  
 

〇 県は、 市町村に対し て、 地域クラブ活動に関する認定制度が県において円滑に整備・ 運用

さ れるよう に、 必要な指導助言を行う と と もに、 複数の市町村による広域連携の取組が必要

な場合には、 市町村同士の協議の場を設けるなど、 必要な支援を行う 。  
 

  ※１  一つの競技種目等だけに専念するのでなく 複数の競技種目等に取り 組むマルチスポーツや、 一つのク

ラブにおける多様な文化芸術活動の実施、 スポーツと文化芸術の融合、 レクリ エーショ ン的な活動や柔

軟なルール等に基づく 多様な活動等が考えられる。  

  ※２  各競技種目等への参加人数の見込みを踏まえて、 各競技種目等に応じ た対象区域を定めることも考え

られる。 また、 複数の市町村が広域連携の取組を進め、 複数の市町村を対象区域と し て定める場合、 地

域の実情によっては、 隣接する他県の市町村と広域連携の取組を行う ことも考えられる。  

  ※３  一つの団体（ 体育・ スポーツ協会や総合型地域スポーツクラブ等） が運営団体と実施主体の両者の役

割を兼ね備える場合も多いと ころ、 そう し た場合には、 運営団体は管理部門、 実施主体は実施部門をそ

れぞれ担う 団体内の部署・ 機能と し て捉えられる。 運営団体、 実施主体、 地域クラブ活動の役割分担や

相互の関係性については、 本ガイド ラインのⅣ１ （ ２ ） 及び国ガイド ライン別冊資料②を参照。  
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（２）認定手続 

 〇 認定の申請は、 地域クラブ活動の運営団体※１ が各実施主体の申請をと り まと めて、 市町村

に対し 、 申請書、 誓約事項を記載し た書類（ 申請書に誓約事項を付記すること も可能）、 活

動計画書、 規約その他市町村が必要と 認める書類等（ 以下「 申請書等」 と いう 。） ※２ を提出

すること により 行う 。  
 

 〇 認定の申請の際に提出を求める書類において、 地域クラブ活動の実施主体等が、 申請書等

に記載し た内容に沿って活動を実施すること 、 申請内容のう ち認定に係る事項に変更が生じ

た場合は速やかに報告すること 、 市町村からの指導助言等に対し て真摯に対応すること を誓

約する項目を設ける。  
 

〇 市町村は、 提出さ れた申請書等に基づき、 必要に応じ てヒ アリ ングや現地確認等を行いつ

つ審査を行い、 ２ ．「 認定要件」 を満たすものと 認める場合には認定を行う 。 認定に当たっ

ては、 必要に応じ て、 本ガイド ラインに基づき設置し た協議会等の意見を聴く こと も考えら

れる。  
 

〇 なお、 活動の開始に先立って認定を行う 必要が生じ ること も想定さ れること から、 申請書

等に基づき、 条件付きでの認定( 以下「 仮認定」 と いう 。 以下同じ 。 ) を行い、 活動開始後、

一定期間内に活動状況の報告やヒ アリ ング、 現地確認等により 、 申請書等に記載さ れた内容

が適切に履行さ れていること を確認するなどの対応も可能と する※３。  
 

 ※１  市町村が運営団体の場合には、 実施主体が直接市町村に対し て申請書等を提出する。 なお、 上記のと

おり 、 市町村が運営団体・ 実施主体の双方を兼ねる場合には、 その地域クラブ活動は認定を受けたもの

と みなすことと し ている。  

  ※２  国が作成し た申請書等のひな型（「 部活動改革及び地域クラブ活動の推進等に関する総合的なガイド

ライン」 の策定について（ 令和７ 年12 月22 日付け７ ス庁第 1839 号） の添付３ 「 地域クラブ活動に関

する認定制度に係る要綱のひな型（ 申請書等の様式を含む）」） などを参照。  

  ※３  申請書等に記載さ れた内容が適切に履行さ れていること が確認さ れた場合には、 仮認定が正式な認定

と なる。  

 

（３）認定の有効期間 

 〇 認定の有効期間は、 最長３ 年間（ 認定の効力の発生日の属する年度の翌々年度末（ 認定の

有効期間の更新がさ れた場合にあっては、 従前の認定の有効期間の満了の日の翌日の属する

年度の翌々年度末）） の範囲内で、 地域の実情に応じ て市町村において設定する。  

 

（４）指導助言等 

 〇 市町村は、 定期的な報告やヒ アリ ング、 現地確認等により 、 認定地域クラブ活動の取組状

況等を適宜把握し 、 申請の際に行われた誓約に基づき、 必要な指導助言等を行う 。  
 

 〇 市町村は、 認定地域クラブ活動が以下に該当する場合は、 その実施主体等に対し 、 必要な

指導助言等を行う 。  
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・  ２ . 「 認定要件」 を欠く に至ったと 認めると き 

  ・  法令又は規約等に違反し ていると 認めると き 

 ・  運営が著し く 適正を欠く と 認めると き 
 

 〇 市町村は、 認定地域クラブ活動が次のいずれかに該当するときは、 認定を取り 消す。  

 ・  不正な手段等により 認定を受けたと き 

 ・  指導助言等によっても、 その改善を期待すること ができないと き 

 ・  地域クラブ活動の実施主体等から認定取消の申出があったと き 

 

（５）経過措置 

 〇 部活動の地域展開に新たに取り 組む市町村のほか、 独自に地域クラブ活動の認定や指定等

の仕組みを整備・ 運用し ている市町村においても、 本ガイド ラインに示す認定要件及び認定

手続等に沿った地域クラブ活動の認定制度の導入や準備等に当たり 、 特に、 ２ ．「 認定要

件」 の④「 適切な指導の実施体制が確保さ れていること 」 及び⑥「 適切な運営体制が確保さ

れていること 」 などについては、 地域クラブ活動が所定の要件を満たすのに一定の期間を要

すると 考えられること から、 市町村が、 当該地域クラブ活動の実施主体等に対し て適切な指

導助言等を行う こと により 、 原則と し て、 令和８ 年度末まで※１ に限り 、 当該地域クラブ活動

は、 認定を受けたものと みなすこと も可能と する。  
 

※１  例えば、 部活動の地域展開に新たに取り 組む市町村において課題の検証等のために試行的に実施する

場合など、 特別な事情がある場合は、 改革実行期間の前期が終了する令和10 年度末まで、 認定を受け

たものと みなすことも可能と する。  

 

４．認定地域クラブ活動において期待される取組・体制等 

 〇 学校部活動が担ってきた教育的意義を継承・ 発展さ せつつ、 次のよう な新たな価値の創出

に向けた取組を行う こと が期待さ れる。  

 ・  生徒のニーズに応じ た多種多様な体験（ 一つの競技種目等だけに専念するのでなく 複数

の競技種目等に取り 組むマルチスポーツや、 一つのクラブにおける多様な文化芸術活動の

実施、 スポーツと 文化芸術の融合、 レクリ エーショ ン的な活動や柔軟なルール等に基づく

多様な活動を含む。）  

  ・  生徒の個性・ 得意分野等の尊重 

 ・  学校等の垣根を越えた仲間と のつながり 創出 

 ・  地域の様々な人や幅広い世代と の豊かな交流 

  ・  適切な資質・ 能力を備えた指導者による良質な指導 

  ・  学校段階にと らわれない継続的な活動（ 引退のない継続的な活動） 及び地域クラブ活動

の指導者による一貫的な指導 
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〇 団体と し ての賠償責任保険の加入対象が法人と なっていること が多いこと に加え、 組織と

し ての責任の明確化やガバナンスの確保の観点から、 特定非営利活動法人や一般・ 公益社団

法人、 一般・ 公益財団法人等の法人格を有する運営団体※１ が実施主体を統括する体制で運営

すること が期待さ れる。  
 

  ※１  さらに、 市町村と パート ナーシッ プを構築し 、 公益的な事業体と しての役割を果たし ていく ために、

活動実態や運営実態、 ガバナンス等の要件を満たし、 地域クラブ活動の運営団体を担っている団体を認

証する日本スポーツ協会「 総合型地域スポーツクラブ認証制度（ 部活動の地域展開タ イプ）」 において

認証を受けた法人格を有する総合型地域スポーツクラブが運営団体と し て実施主体を統括する体制で運

営すること も考えられる。  

 

５．想定される認定の効果（認定地域クラブ活動が享受できるメリット） 

 〇 地域クラブ活動に関する認定制度を設けること により 、 安全・ 安心な活動機会の提供や生

徒・ 保護者等の関係者の理解促進等を図ると と もに、 認定地域クラブ活動に対し て、 次の取

組を促進する※１。  

  ① 生徒・ 保護者等に対する市町村による情報提供 

 ・  地域クラブ活動への参加促進のための学校と 連携し た生徒・ 保護者等に対するきめ細

かな情報提供等※２ （ 小学校高学年時の体験会、 中学校入学時のオリ エンテーショ ン、 ア

プリ などによる地域クラブ活動の実施状況等の情報提供等）  

② 地域クラブ活動の運営等への公的支援 

 ・  受益者負担と 公的負担と のバランス等の費用負担の在り 方を踏まえた財政支援（ 経済

的困窮世帯の生徒への支援を含む。）  

 ・  学校施設、 公共スポーツ施設、 社会教育施設等の優先利用、 使用料の減免等 

 ・  学校備品等の活用、 用具の保管スペースの確保 

③ 地域クラブ活動への従事を希望する教師等の兼職兼業 

   ・  地域クラブ活動への従事を希望する教師等の兼職兼業の積極的な許可 

④ 生徒の大会・ コンクールへの円滑な参加 

 ・  市町村における大会開催地までの交通費・ 宿泊費の支援やスクールバスの活用（ 学校

部活動参加生徒と 同様に支援）  

 ・  認定地域クラブ活動の参加者の中学校体育連盟の主催大会等への円滑な参加（ 必要に

応じ た大会参加規程の見直し （ 引率者の資格要件等を含む。））  
 

※１  地域の実情等に応じた、 生徒の多様な選択肢を確保する観点から、 上記①市町村による生徒・ 保護

者等への情報提供を中心に支援する場合には、 市町村が本ガイド ラインに沿った活動とすること を担

保した上で独自に緩やかな要件を満たした活動を登録する仕組みなどを別途設けること も妨げない。  

 ※２  情報提供等の際に、 認定地域クラブ活動については、 例えば、「 ○○市認定地域クラブ活動」 と 表記

すること が考えられる。  
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地域クラブ活動に関する認定制度における 

「２．認定要件」の具体的な確認事項 

 

①学校部活動が担ってきた教育的意義を継承・発展させた活動であり、生徒が身近な地

域で希望する活動に主体的に参加できるようにすることで、豊かで幅広い活動機会の

保障に寄与するものであること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②適切な活動時間や休養日が設定されていること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙１ 

 ＜確認事項＞ 

〇 生徒※１ の自主的・ 主体的な参加による活動※２ であり 、 競技性や成果のみに偏重するのでは

なく 、 生徒が継続的にスポーツ・ 文化芸術活動に親し む機会を確保し 、 生涯にわたってスポ

ーツや文化芸術を楽し み、 豊かに関わるために必要な資質・ 能力等を育てること を目指し た

活動であること  
 

〇 市町村が定める対象区域内に居住する生徒を主な対象と し た活動であること 。 なお、 競技

力強化等の観点から広域から生徒を集めること は認められない 
 

〇 選抜等を行わず、 参加を希望する生徒を広く 受け入れること ※３  
 

※１  中学校の生徒を主な対象と するが、 小学生や高校生、 大人等と 一緒に活動する多世代の取組を排除

するものではない。 以下同じ 。  

※２  児童・ 生徒へのアンケート 調査や生徒によるワークショ ッ プ、 生徒による活動目標・ 活動計画・ 役

割分担等の話し 合いなど生徒のニーズや意見等が反映さ れる仕組みを設けるとと もに、 生徒のニーズ

に応じ た多種多様なプログラムを提供することが期待さ れる。  

※３  部活動の地域展開は、 障害のある生徒や運動・ 文化芸術活動が苦手な生徒等を含め、 全ての生徒が

それぞれの希望に応じ て多種多様な活動に参加できる環境を整備することを理念と し ており 、 そのこ

と を十分に踏まえて対応すること。  

 ＜確認事項＞ 

〇 生徒の心身の成長に配慮し て健康に生活を送れるよう 、 週２ 日以上の休養日を設定し 、 活

動時間は、 平日は１ 日２ 時間程度以内、 休日は１ 日３ 時間程度以内と し 、 週当たり の活動時

間は 11 時間程度の範囲内と すること 。 その上で、 できるだけ短時間で合理的かつ効率的・ 効

果的な活動と なっていること 。 ※１ なお、 休養日については、 年間で 104 日以上設けること と

し 、 そのう ち週末は少なく と も 52 日以上を休養日と すること  
 

〇 年間の活動計画（ 活動日、 休養日及び参加予定大会の日程等） や毎月の活動計画（ 活動日

時・ 場所、 休養日及び大会参加日等） を策定し 、 公表し ていること  
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③活動の維持・運営に必要な範囲で、可能な限り低廉な参加費等が設定されていること 

 

 

 

 

 

 

④適切な指導の実施体制が確保されていること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１  例えば、 将来的には平日も含めて地域展開を目指すこと を前提に、 当面、 平日は学校部活動を実施

し 、 休日のみ地域クラブ活動を実施する場合には、 原則と して、 休日の地域クラブ活動において、 少

なく と も１ 日以上の休養日を設ける。 ただし 、 平日の学校部活動と 休日の地域クラブ活動の組み合わ

せの工夫など、 多様な形態があり 得る。 例えば、 改革の進展に伴い、 体制の充実し た休日に活動の中

心がシフト していく ことも想定さ れると ころ、 週当たり の活動時間が11 時間程度の範囲内に収ま

り 、 かつ、 週２ 日以上の休養日が設けられるのであれば、 平日の活動を週３ 日以内に抑えつつ休日に

２ 日間連続して活動を行う など、 柔軟な対応を行う こと も可能。 生徒が、 学校部活動と地域クラブ活

動の両方に参加する場合や複数の地域クラブ活動に参加する場合等においては、 参加する活動全体を

通算し た週当たり の活動時間を 11 時間程度の範囲内とする必要がある。  

 ＜確認事項＞ 

〇 国が示し た参加費のイメ ージを踏まえつつ、 地域の実情や競技種目等の特性等に応じ て、

地域クラブ活動を持続的・ 安定的に運営し ていく ために必要な範囲で、 可能な限り 低廉な参

加費等が設定さ れていること  

 ＜確認事項＞ 

〇 地域クラブ活動において指導や指導補助、 見守り 等を行う 人材（ 以下「 指導人材」 と い

う 。） が、 暴力・ 暴言・ ハラスメ ント 、 いじ め、 無視等の行為は、 許さ れない行為であること

を理解し 、 自らこう し た行為を行わないと と もに、 参加生徒同士のこう し た行為も許さ ない

こと を誓約すること ※１  
 

〇 市町村が定める研修を受講し 、 市町村に登録さ れた指導人材が活動に携わること ※２  
 

〇 持続的・ 安定的な活動を確保すると と もに、 事故や暴力・ 暴言・ ハラスメ ント 等の不適切

行為を防止する観点から、 原則と し て、 複数の指導人材が携わること ※３  
 

※１  日本版DBSの活用を含めて、 指導人材による不適切行為の防止を徹底。  

※２  研修の項目、 指導人材の登録の仕組みなどについては、 別紙２ を参照。  

※３  複数の指導人材が活動に携わること が困難な場合には、 市町村の職員・ コーディ ネーターや運営団

体の職員等による地域クラブ活動の実施主体への巡回指導を適切に実施すること 等により 、 事故防止

や暴力・ 暴言・ ハラスメ ント 等の不適切行為の防止を図ること 。  
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⑤適切な安全確保の体制が確保されていること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥適切な運営体制が確保されていること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ＜確認事項＞ 

〇 生徒の発達段階や健康の状態、 気温や湿度、 暑さ 指数（ WBGT） 等の環境を考慮のう え、 適

切な指導内容や活動時間、 休息時間、 水分補給の機会等を設定すると と もに、 活動場所の管

理主体と 連携し た施設・ 設備・ 用具の点検等を行い、 事故防止を徹底すること  
 

〇 救急救命法やＡ Ｅ Ｄ （ 自動体外式除細動器） の適切な使用方法について、 県において実施

する指導者研修会等を活用し 、 すべての指導者が適切に対応できるよう 安全管理体制を整備

すること  
 

〇 市町村、 地域クラブ活動の運営団体・ 実施主体、 活動場所の管理主体等と の間で、 あらか

じ め、 自然災害や事故等が発生し た場合の対応や責任関係等を明確化し ていること  
 

〇 保護者や関係機関への緊急時の連絡体制の整備等を行い、 自然災害や事故発生時の対応を

適切に行う こと  
 

〇 参加者及び指導人材が、 自身の怪我等を補償する保険や個人賠償責任保険に加入し ている

こと  

 ＜確認事項＞ 

〇 地域クラブ活動の実施主体等※１ において、 少なく と も、 次の内容を含む規約等を作成・ 公

表し ていること 。 また、 関係法令を遵守すると と もに、 規約等に基づき適切な運営が行われ

ていること ※２  

 ・  団体の目的 

 ・  役員（ 代表、 副代表、 会計、 監事※３ ） の選任・ 解任に関すること  

 ・  総会の運営など団体の意思決定に関すること  

 ・  会員の入退会、 参加費等に関すること  

 ・  予算・ 決算の審議・ 承認に関すること  
 

〇 公正かつ適切な会計処理が行われ、 透明性を確保するために関係者に対する情報開示が適

切に行われていること  
 

〇 営利を主たる目的と せずに運営すること ※４  
 

〇 大会・ コンクールに参加する場合には、 その運営に積極的に協力すること  
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⑦学校等との連携が適切に行われていること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１  運営団体・ 実施主体を全体と して評価し、 実質的に適切な運営体制が確保さ れていれば差し 支えな

い。  

※２  日本スポーツ協会の総合型地域スポーツクラブ登録制度の登録クラブの場合には、 確認事項の一部

を満たし ていると 判断すること も考えられる。  

※３  団体の持続的・ 安定的な運営を確保すると ともに、 適切なガバナンスを確保する観点から、 原則と

し て、 代表、 副代表、 会計及び監事は、 互いに兼ねること はできない。 地域の実情等により 役員を確

保することが困難な場合等の例外的な場合にも、 監事は、 代表、 副代表、 会計を兼ねることはできな

い。  

※４  地域クラブ活動の実施主体等が、 非営利団体（ 特定非営利活動法人、 一般・ 公益社団法人、 一般・

公益財団法人など組織構成員に利益を分配し ない団体） ではなく 、 個人事業主や株式会社等の場合に

は、 例えば、 当該地域クラブ活動に係る収支計画書の提出を求め、 参加費等の金額、 人件費、 諸謝金

の単価等を確認し 、 営利を主たる目的と し たものではないこと を確認すること が考えられる。 なお、

市町村が運営団体・ 実施主体と なり 地域クラブ活動を実施する場合において、 市町村が事業者等に委

託して地域クラブ活動を実施する場合は、 本確認事項は適用し ない。  

 ＜確認事項＞ 

〇 地域クラブ活動の活動方針や指導方針、 スケジュール等※１ を生徒の在籍する中学校と 共有

すること  
 

〇 生徒の活動状況や活動実績等について、 生徒の在籍する中学校と 必要な情報を共有すると

と もに、 情報を適切に管理すること ※２  
 

〇 市町村が学校と 連携し て生徒・ 保護者等に対する情報提供等（ 小学校高学年時の体験会、

中学校入学時のオリ エンテーショ ン、 アプリ などによる地域クラブ活動の実施状況等の情報

提供等） を円滑に行う こと ができるよう 、 必要な協力を行う こと  
 

〇 活動場所と し て学校施設を活用する場合や希望する教師等による兼職兼業が行われる場合

等には、 その円滑な実施のため、 市町村や学校と の必要な連絡調整を行う こと  
 

※１  平日の学校部活動と 休日の地域クラブ活動が併存し ている場合などには、 平日と休日の活動の一貫

指導の観点も含む。  

※２  地域クラブ活動への入会時に、 生徒の在籍する中学校と 必要な情報を共有すること について、 生徒

の保護者の同意を得ておく こと が必要になると考えられる。  
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「認定地域クラブ活動指導者」登録制度 

 

１．目的  

この指導者登録制度（ 以下「 本制度」 と いう 。） は、 認定地域クラブ活動において、 指導者に

よる暴力・ 暴言・ ハラスメ ント 、 虐待、 いじ め、 無視等の不適切行為の防止等を徹底し 、 認定地

域クラブ活動に参加する生徒が安全・ 安心に活動に取り 組めるよう 、 指導者が認定地域クラブ活

動で指導を行う ために必要と なる登録や研修等に関する基準を示すものである。  

 

２．定義  

本制度に基づき、 市町村が定める研修を受講し 、 市町村に登録さ れた指導者を「 認定地域クラ

ブ活動指導者」 と 呼ぶものと する。  

 

３．研修  

指導者登録に当たって、 市町村が定める研修は、 以下の内容に基づき定めること が考えられ

る。  

（ １ ） 対象と なる研修（ 研修実施者）  

 ① 市町村が自ら行う 研修 

   ② 富山県が行う 研修 

   ③ 認定地域クラブ活動の運営団体・ 実施主体が行う 研修 

   ④ 市町村が認めたスポーツ・ 文化芸術団体、 大学等が行う 研修 

（ ２ ） 研修の内容・ 実施方法 

   研修内容については、 P13「 地域クラブ活動指導者に求められる資質・ 能力例及び研修メ

ニュー例」 をもと に、 市町村において具体的な内容を定めること が考えられる。  

研修の実施に当たっては、 対面方式のみならず、 オンライン方式も積極的に活用し て、 一

定期間ごと （ 例えば年１ 回等） に実施すること が考えられる。 なお、 認定地域クラブ活動指

導者自身が日常的・ 継続的に学び続けられるよう オンデマンド 方式による研修環境を整備す

ること や、 夏季に入る前の時期に熱中症予防に関する研修を行う こと 、 近隣地域等において

事件・ 事故が起きた際にそれに対応し た防止研修等を行う こと も考えられる。  

 

４．登録要件  

 次の全ての要件を満たす者を、 市町村において、 認定地域クラブ活動指導者と し て登録する。  

（ １ ） 中学生年代を対象と し 、 学校部活動を継承・ 発展さ せた生徒のスポーツ・ 文化芸術活動

である地域クラブ活動で指導すること を理解し 、 そのために必要な資質・ 能力を備えた者

であること 。 具体的には、 ３ ． の市町村が定める研修を受講し た者であること  

 

別紙２ 
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（ ２ ） 暴力・ 暴言・ ハラスメ ント 、 虐待、 いじ め、 無視等の行為は、 許さ れない行為であるこ

と を理解し 、 自らこう し た行為を行わないと と もに、 参加生徒同士のこう し た行為も許さ

ないこと を誓約し た者 

（ ３ ） 以下のいずれにも該当し ない者 

① 拘禁刑以上の刑に処せられ、 その執行を終わるまで又はその執行を受けること がなく

なるまでの者 

② 暴力団或いは暴力団員を始めと する反社会的勢力等である者、 又は、 これらの者と 社

会的に非難さ れるべき関係等を有し ている者 

③ 過去に、 暴力・ 暴言・ ハラスメ ント 等の行為や性犯罪歴等があるなど指導者と し て不

適切な者 

 

５．登録手続等  

（ １ ） 認定地域クラブ活動指導者と し ての登録を受けよう と する者（ 以下「 登録申請者」 と い

う 。） は、 市町村に対し て登録申請書及び４ ．（ ２ ） の誓約書（ 以下「 登録申請書等」 と い

う 。） を提出するものと する。  

（ ２ ） 市町村は、 登録申請書等の内容を確認し 、 要件を満たし ている場合には、 登録申請者に

対し て研修の受講案内を行い、 研修の受講確認後、 認定地域クラブ活動指導者と し ての登

録を行う ものと する。 なお、 ３ ．（ １ ） ②～④のと おり 、 県等が研修を行う 場合には、 県

等において、 登録申請者の研修受講の確認後、 市町村に対し て報告を行う ものと する。  

（ ３ ） 登録申請者が所属する運営団体・ 実施主体が決まっている場合には、 運営団体・ 実施主

体を通じ て、 登録申請者から市町村に対する登録申請書等の提出を行う こと や、 市町村か

ら登録申請者に対する研修の受講案内等を行う こと も考えられる。  

（ ４ ） 認定地域クラブ活動指導者は、 登録事項等に変更があった場合には、 速やかに市町村に

報告するものと する。  

 

６．有効期間  

 登録の有効期間は、 最長４ 年間（ 登録の効力の発生日の属する年度の翌々翌年度末（ 登録の有

効期間の更新がさ れた場合にあっては、 従前の有効期間の満了の日の翌日の属する年度の翌々翌

年度末）） の範囲内で、 地域の実情に応じ て市町村において設定する。  

 

７．経過措置  

 地域クラブ活動に関する認定制度の３ ．（ ５ ） に記載の経過措置を参照 
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８．不適切行為への対応  

（ １ ） 禁止さ れる不適切行為 

① 認定地域クラブ活動指導者は、 認定地域クラブ活動の実施に関連し て、 暴力・ 暴言・

ハラスメ ント 、 いじ め、 無視等の不適切行為を行ってはならない。  

② 上記のほか、 暴力団或いは暴力団員を始めと する反社会的勢力等と なること 又はこれ

らの者と 社会的に非難さ れるべき関係等を有すること を含め、 各種法令違反等の行為や

指導者と し ての地位の濫用等を行ってはならない。  

（ ２ ） 不適切行為への対応 

① 認定地域クラブ活動指導者による不適切行為の事案が生じ た場合には、 認定地域クラ

ブ活動の運営団体・ 実施主体が、 当該指導者及び被害等を受けた参加生徒その他の関係

者から事案の事実確認等を行い、 運営団体・ 実施主体等のルールに基づき、 事案に応じ

た適切な対応を行う と と もに、 市町村に報告すること 。 なお、 報告を受けた市町村にお

いて、 必要に応じ て、 改めて事案の事実確認等を行う こと も考えられる。  

② 上記のほか、 市町村に設置さ れた通報・ 相談窓口等において、 事案の事実確認等を行

う こと も考えられる。  

③ 市町村においては、 報告等により 把握・ 確認し た事実関係等に基づき、 適切に、 認定

地域クラブ活動指導者に対する注意、 登録取消等の措置を講ずるものと する。  
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部
活
動

の
地
域
展
開

の
理
念
や
地
域
ク
ラ
ブ
活
動
の
在
り
方
（
認
定

地
域
ク
ラ
ブ
活

動
の

活
動
方

針
等
含
む
）

 

②
基
本
姿
勢
・
 

服
務
規
律
 

指
導
者
と
し
て
の
倫
理
観
・
責
任
感
等
を
有
し
、
参

加
生
徒
の
人
権
を
尊
重
し
な
が
ら
、
公
正
に
指
導
を

行
う
こ
と
が
で
き
る
。
 

生
徒
の

人
格
を
傷
つ

け
る
暴
力
・
暴
言
・
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
等
の
不
適

切
行
為
の
防
止

 

生
徒
や

保
護
者
等
の

信
頼
を
損
な
う
よ
う
な
行
為
の
禁
止
 

生
徒
同

士
に
よ
る
暴

力
・
暴
言
・
い
じ
め
等
の
防
止
(適

切
な
集
団
づ
く

り
な
ど
) 

③
生
徒
へ
の
指
導
 

生
徒
の
発
達
段
階
や
多
様
な
実
情
等
に
配
慮
し
た
上

で
、
生
徒
と
十
分
に
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
を
図
り

な
が
ら
、
適
切
な
指
導
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
。
 

中
学
校

段
階
の
生
徒

の
特
徴
や
配
慮
事
項
等
 

生
徒
の

発
達
段
階
に

応
じ
た
科
学
的
な
指
導
 

（
適
切

な
休
養
、
効

率
的
・
効
果
的
な
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
の
実
施
等
）
 

生
徒
と

コ
ミ
ュ
ニ
ケ

ー
シ
ョ
ン
を
十
分
に
図
っ
た
上
で
の
指
導
 

女
子
生

徒
の
健
康
課

題
や
障
害
の
あ
る
生
徒
等
へ
の
配
慮
 

④
安
全
管
理
・
 

事
故
対
応
等
 

生
徒
が
安
全
・
安
心
な
環
境
の
下
で
活
動
が
で
き
る

よ
う
に
す
る
と
と
も
に
、
事
故
等
が
発
生
し
た
場
合

の
現
場
対
応
を
適
切
に
行
う
こ
と
が
で
き
る
。
 

生
徒
に

対
す
る
安
全

・
障
害
予
防
に
関
す
る
知
識
・
技
能
の
指
導
 

事
故
防

止
（
施
設
・

設
備
・
用
具
の
点
検
や
活
動
時
に
お
け
る
安
全

対
策
等
）
 

事
故
等

が
発
生
し
た

際
の
現
場
対
応
（
応
急
手
当
、
関
係
機
関
へ
の

連
絡
等
）
 

⑤
保
護
者
や
学
校
 

と
の
連
携
 

保
護
者
と
円
滑
に
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
を
図
る
と

と
も
に
、
参
加
生
徒
が
在
籍
す
る
中
学
校
と
連
携
を

適
切
に
行
う
こ
と
が
で
き
る
。
 

保
護
者

と
の
連
絡
調

整
等
 

生
徒
が

在
籍
す
る
中

学
校
と
の
連
携
 

 ※
１
 
指
導
補
助
者
や
見
守
り
者
、
参
加
生
徒
、
そ
の
保
護
者
等
に
対
し
て
も
、
そ
の
役
割
等
に
応
じ
て
、
生
徒
の
人
格
を
傷
つ
け
る
暴
力
・
暴
言
・
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
等
の
不
適

切
行
為
の
防
止
や
、
事
故
防
止
、
事
故
等
が
発
生
し
た
際
の
現
場
対
応
等
の
必
要
な
研
修
を
実
施
す
る
こ
と
が
考
え
ら
れ
る
。
 

※
２
 
教
員
免
許
を
有
す
る
者
や
、
ス
ポ
ー
ツ
・
文
化
芸
術
団
体
の
公
認
指
導
者
資
格
保
有
者
等
に
つ
い
て
は
、
上
記
の
中
か
ら
全
部
又
は
一
部
を
受
講
し
た
と
み
な
す
こ
と
が

考
え
ら
れ
る
。
そ
の
際
、
保
有
す
る
免
許
・
資
格
の
種
類
や
活
動
歴
等
を
考
慮
し
て
免
除
の
範
囲
を
決
定
す
る
こ
と
が
考
え
ら
れ
る
。
 

※
３
 
な
お
、
指
導
に
当
た
っ
て
は
、
地
域
ク
ラ
ブ
活
動
に
お
け
る
適
切
な
指
導
の
参
考
と
な
る
手
引
き
等
が
作
成
さ
れ
る
ま
で
は
、「

運
動
部
活
動
で
の
指
導
の
ガ
イ
ド
ラ
イ

ン
（
H2
5.
5）
」
等
を
参
考
と
す
る
と
と
も
に
、
技
術
的
な
指
導
に
当
た
っ
て
は
、
中
央
競
技
団
体
等
が
作
成
し
て
い
る
指
導
手
引
き
の
活
用
の
ほ
か
、
ス
ポ
ー
ツ
・
文
化
芸

術
団
体
の
公
認
指
導
者
資
格
の
取
得
に
よ
り
知
識
・
技
能
を
学
ぶ
こ
と
も
考
え
ら
れ
る
。
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